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基準価額 9,672円
純資産総額 94億円

設定来

円建て債券
安定運用部分 －124円
積極運用部分 －204円

その他 －0円
小計 －328円
分配金 －円
合計 －328円

ニッセイ・円建てグローバル社債／バランスファンド2024－09
愛称：まもるとふやす
足もとの運用状況について

●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。
＜2025-EA56＞

2025年6月27日

基準価額・純資産の推移

設定来の運用状況 (2025年5月末現在)
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特化型

当ファンドは、複数の外貨建て投資適格社債を裏付けとして円建てで発行される債
券(以下「円建て債券」といいます)へ高位に投資し、約5年後の満期まで保有します。
信託期間終了時の元本確保をめざすと同時に、実質的に複数の資産に分散投資をする
ことで高いリターンの獲得をめざします。

当レポートでは、足もとの運用状況についてご報告いたします。

基準価額の変動要因

基準価額および純資産総額

要因分析は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明する
ものではありません。
各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、各項目の
合算は必ずしも合計とは一致しません。
円建て債券部分は、シティグループのデータに基づき、ニッセイア
セットマネジメントが作成しています。
その他には信託報酬等や要因分解をする上で生じる計算の誤差等が
含まれます。

データ期間：2024年9月30日＜設定日＞～2025年5月30日(日次)
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。
運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払います
ので、基準価額が下がる要因となります。収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。
ファンド騰落率は分配金(税引前)を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。

1ヵ月 1.0%
3ヵ月 －1.4%
6ヵ月 －3.0%
1年 －
設定来 －3.3%

基準価額の騰落率(税引前分配金再投資)

(年/月/日)
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「安定運用部分」は、実質的に為替ヘッジされた期間約5年の外貨建て投資適格社債
に分散投資し、投資適格社債を満期まで保有することにより元本確保をめざします。
設定来では、円金利上昇に伴う為替ヘッジの評価減などが影響し、トータルでは基準
価額を124円押し下げる結果となりました。このように、安定運用部分の評価額は運
用期間中は日々変動しますが、投資した投資適格社債にデフォルト(債務不履行)が発
生しなければ、円建て債券の満期時に元本の100％で償還されることが見込まれます。

 「積極運用部分」は、複数の資産で構成される合成指数(VT7指数)に投資します。
日々の値動きがVT7指数の日次騰落率の原則12倍程度となるように運用し、小さな元
手で高いリターンの獲得をめざします。設定来では、金の上昇がプラスに寄与したも
のの、欧米の長期金利上昇により、米国長期固定金利(10年)、欧州長期固定金利(10
年)がマイナスに寄与し、トータルでは基準価額を204円押し下げる結果となりました。
長期金利が低下する局面では「積極運用部分」を構成する長期固定金利(10年)の価格
上昇が期待されます。

各運用部分の運用状況について(2025年5月末現在)

2/8

※ 平均格付 ＢＢＢ  ＜ご参考＞「安定運用部分」の
為替ヘッジ後最終利回り（年率）

※ 1.10%
※格付は、ムーディーズ、Ｓ＆Ｐのうち、上位の格付を採用して

おります。また平均格付とは、「安定運用部分」の裏付け資産
として組み入れている投資適格社債にかかる格付を加重平均し
たものであり、当ファンドにかかる格付ではありません。

※「安定運用部分」の為替ヘッジ後最終利回り(年率)は、裏付け
資産となる投資適格社債が債務不履行となることなく元本で償
還された場合の利回りであり、信託期間中の全期間において当
該利回りが実現されるものではありません。
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「安定運用部分(その他を含む)」「積極運用部分」の推移(基準価額ベース)

「安定運用部分」の状況

データ期間：2024年10月1日～2025年5月30日(日次)
上記はシティグループのデータに基づきニッセイアセットマネジメントが算出した概算値で作成しており、実際の各部分の推移を
正確に説明するものではありません。

(年/月/日)

シティグループのデータに基づきニッセイアセットマネジメントが作成しています。
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＜ご参考＞VT7指数の構成資産の状況

ナスダック
100指数

欧州ハイ
イールド債

米国ハイ
イールド債

欧州長期固定
金利(10年)

米国長期固定
金利(10年) 金

基本資産配分 10% 15% 15% 25% 25% 10%

期間騰落率 4.4% 3.1% 2.2% -1.6% -4.8% 19.2%

※2024年10月3日を100とし指数化

ナスダック100指数：米国大型テクノロジー株式トラッカーシリーズ1インデックス
欧州ハイイールド債：欧州ハイイールド債5年物指数イントラデイマーケットトラッカーシリーズ2インデックス
米国ハイイールド債：米国ハイイールド債5年物指数イントラデイマーケットトラッカーシリーズ2インデックス
欧州長期固定金利(10年)：ユーロ10年金利スワップトラッカーインデックス
米国長期固定金利(10年)：米ドル10年金利スワップトラッカーインデックス
金：コモディティ・ベンチマーク・MONOインデックス・ゴールド
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「積極運用部分」の日々の値動き

データ期間：2024年10月3日～2025年5月30日(日次)
上記は、VT7指数のエクスポージャーが発生した2024年10月3日を100とし、VT7指数の日次騰落率を12倍したものを日々
乗じて指数化したものです。

データ期間：2024年10月3日～2025年5月30日(日次)

「積極運用部分」の状況 シティグループのデータに基づきニッセイアセットマネジメントが作成しています。

 積極運用部分 3.5%

円建て債券における「積極運用部分」の比率

ポートフォリオ構築(2024年9月30日)時点

(年/月/日)

(年/月/日)

「積極運用部分」の日々の値動きは、VT7指数の日次騰落率の原則12倍程度となるように運用します。VT7指数を
構成する各資産の値動きは参考情報として掲載するものです。
VT7指数は、6つの資産で構成されており(ボラティリティ・コントロール前の比率は固定、月一回のリバランス)、
年率ボラティリティが7%になることをめざして、全体の投資比率を調整します。



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

当ファンドが投資する円建て債券の運用成果は、実質的に為替ヘッジされた複数の
外貨建て投資適格社債に投資を行い、円ベースで元本確保をめざす「安定運用部分」
と、VT7指数に投資し、高いリターンの獲得をめざす「積極運用部分」で構成されて
います。「安定運用部分」から実質的に得られる収益(利金+償還差損益)※の一部を
「積極運用部分」の原資として活用します。

当ファンドの仕組み

4/8

円建て債券の裏付け資産となる投資適格社債が債務不履行となった場合、信託期間中に当ファンドを換金した場合や当ファンドが繰上
償還された場合等には、お客様が受取る金額が元本を下回る場合があります。

※「安定運用部分」から実質的に得られる収益は「積極運用部分」の原資として活用するとともに信託期間中の信託報酬等に充当され
ます。
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＜ご参考＞5年間の運用期間終了時における「積極運用部分」のシミュレーション
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「積極運用部分」の評価額が運用開始時から大幅に下落した場合でも、VT7指数の上
昇次第では、レバレッジ効果により十分な回復の余地があると考えられます。以下の
シミュレーションは、リーマンショック発生前の2008年3月に当ファンドが設定され
たと仮定した場合の5年間の運用期間における「積極運用部分」の評価額の推移を示し
たものです。このシミュレーションでは、運用開始後に大幅な下落を経験しても、そ
の後は運用期間終了時にかけて大きく上昇する結果となっています。

＜ご参考＞大幅下落後に回復したケース
シミュレーション期間：2008年3月28日～2013年3月28日

 リーマンショックの影響を受け、「積極運用部分」の評価額は350円から一時129円まで下落し
ました(2009年3月9日)。その後、緩やかに上昇し、2009年12月1日に350円に回復しました。
運用期間終了時にかけては、金利の低下や株価の上昇等が進んだことで、評価額も10,255円ま
で上昇しました。

出所)シティグループのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
シミュレーション期間：2008年3月28日～2013年3月28日(日次)
当シミュレーションは円建て債券部分の「積極運用部分」の比率が3,5％(350円)から運用を開始したと仮定した場合のものです。
上記はシミュレーションであり、将来の運用成果等を示唆、保証するものではありません。当シミュレーションはファンドの費用を
控除して算出しています。ファンドの費用の詳細については、Ｐ6をご参照ください。
「積極運用部分」の投資元本が棄損し、投資元本が減少したのちにVT7指数が上昇する局面においては、当初想定していた運用成
果に比べ、その上昇幅は緩やかになる可能性があります。「積極運用部分に関するリスク」についてはP7を必ずご覧ください。

当ファンドが投資する円建て債券の運用成果は、元本確保をめざす「安定運用部分」
と高いリターンの獲得をめざす「積極運用部分」で構成されています。
「安定運用部分」は、ニッセイアセットマネジメントが銘柄選定した期間約5年の外貨建
て投資適格社債に分散投資し、実質的に為替ヘッジ（対円）され、投資適格社債の満期
まで保有することによって元本確保をめざします。
「積極運用部分」はレバレッジをかけて運用されるため、運用期間中の変動は大きくな
ります。そのため、たとえ運用開始直後に「積極運用部分」の評価額が大きく下落した
場合でも、その後のVT7指数の上昇次第では回復が期待されます。

0

3,000

6,000

9,000

12,000

2008/3/28 2009/3/28 2010/3/28 2011/3/28 2012/3/28 2013/3/28

(円)

(年/月/日)

【「積極運用部分」の評価額の推移】

2009年3月9日
129円

運用期間終了時
10,255円

積極運用部分

運用開始時
350円

レバレッジ効果で
大きく上昇！

積極運用部分が350円を下回った期間
の「積極運用部分」とVT7指数の推移
（2008年6月9日～2009年12月1日）
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フ ァ ン ド の 費 用

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。
詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)をご覧ください。

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料 当該投資信託の募集期間は終了しました。

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌々営業日の基準価額に0.3%をかけた額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎 日

運用管理費用
(信 託 報 酬) ファンドの元本総額に年率0.902%(税抜0.82％)をかけた額とし、ファンドからご負担いただきます。

監 査 費 用 ファンドの元本総額に年率0.011％(税抜0.01％)をかけた額を上限とし、ファンドからご負担いただき
ます。

随 時 その他の費用・
手数料

• ファンドが投資対象とする円建て債券の発行時に、100,000米ドル程度の費用がかかります。また、
VT7指数の維持・管理および「積極運用部分」が「安定運用部分」を棄損させないための費用として、
毎日、VT7指数の日次収益率に対し年率1.5％が控除されます。その他、VT7指数内における取引等
の費用がかかりますが、当該費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載す
ることはできません。なお、当該債券の価格は、これらの費用を控除したのちに算出されます。

• 有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いただき
ます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載することはでき
ません。

！
！

お買い付けのお申込みはできません。

シティグループおよびコンチェルト・インベストメント・コーポレーション・リミテッドの免責条項
シティは、世界中で使用・登録されているシティグループ・インクまたはその関連会社の登録商標およびサービスマーク
です。「ニッセイ・円建てグローバル社債／バランスファンド２０２４－０９」(以下「本商品」といいます)は、シティ
グループまたはコンチェルト・インベストメント・コーポレーション・リミテッドによって支援、承認、販売または促進
されておらず、またシティグループおよびコンチェルト・インベストメント・コーポレーション・リミテッドは、本商品
に対して投資することの推奨性について、一切の表明を行っていません。シティグループおよびコンチェルト・インベス
トメント・コーポレーション・リミテッドは、商品性および特定の目的または使用に関する適合性の保証を含む(ただし、
これらに限られない)一切の明示または黙示の保証を行っていません。いかなる場合であっても、シティグループおよびコ
ンチェルト・インベストメント・コーポレーション・リミテッドは、シティグループまたはコンチェルト・インベストメ
ント・コーポレーション・リミテッドのデータおよび情報の使用に関連して、直接損害、間接損害、特別損害または派生
的損害に対して、一切責任を負いません。
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●ファンドは、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもあります)に投資しますので、基準価
額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果(損益)はすべて投資
者の皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因

投 資 リ ス ク
※詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。

安
定
運
用
部
分
に
関
す
る
リ
ス
ク

「安定運用部分」では、ファンドの信託期間終了時の元本※確保をめざす運用を行いますが、以下のリスクがある
ため、信託期間中にファンドを換金した時や信託期間終了時に投資した元本を下回る場合があります。
※元本は購入時手数料を考慮しません。

債券投資
リスク

債券の金利は、景気や経済の状況等の影響を受け変動し、それにともない債券価格も変動します。
一般に金利が上昇した場合には、債券の価格が下落します。債券の発行体が財政難・経営不振、
資金繰り悪化等に陥り、債券の利息や償還金をあらかじめ定められた条件で支払うことができな
くなる場合(債務不履行)、またはそれが予想される場合、債券の価格が下落することがあります。

為替変動
リスク

投資対象とする円建て債券では、原則として実質的にファンドの信託期間(約5年)に応じた長期間
での為替ヘッジ(対円)を行うことにより、為替変動リスクの低減をめざします。ただし、当該取引
により、信託期間中における為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。また、信
託期間中は金利等の変動により当該取引にかかる評価損益が変動し、ファンドの基準価額を変動
させる要因となります。

積
極
運
用
部
分
に
関
す
る
リ
ス
ク

「積極運用部分」では、シティグループが算出するVT7指数に投資し、同指数は、米国の株価指数先物取引、米国
と欧州の金利スワップ取引、米国と欧州のハイイールド債に関連するクレジット指数取引および金先物取引等で構
成されます。そして、少額の資金で大きな収益の獲得をめざすレバレッジ取引を活用します。このため、以下のリ
スクがあります。

価格変動
リスク

VT7指数の実質的な構成対象国・地域の経済情勢、資本規制、税制、取引規制また対円での為替
変動等の要因によって指数は変動します。指数が下落する場合、ファンドの資産価値が減少する
要因となることがあります。

レバレッジ
リスク

VT7指数の日次騰落率にレバレッジをかけるため、VT7指数の日次騰落率の動きに比べファンド
の値動きは大きくなることがあります。

戦略リスク

「積極運用部分」の投資元本が棄損し、投資元本が減少したのちにVT7指数が上昇する局面にお
いては、当初想定していた運用成果に比べ、その上昇幅は緩やかになる可能性があります。
VT7指数が一日で一定程度※下落した場合は、「積極運用部分」の評価額はゼロとなり、ファンド
の信託期間終了時まで円建て債券は「安定運用部分」のみでの運用となります。
※一定程度の水準については、運用状況等により変動するため事前に記載することはできません。

繰上償還リスク

シティグループやコンチェルト・インベストメント・コーポレーション・リミテッドなどのファ
ンドが投資対象とする円建て債券の組成・運用に関係する会社が経営破綻するなどにより当該債
券が存続しないこととなる場合には、ファンドは繰上償還となります。また、委託会社(ニッセイ
アセットマネジメント)とシティグループとのVT7指数にかかる契約終了等の事由により同指数を
使用できなくなることを要因として、円建て債券が同債券の運用方針に沿った運用ができず存続
しないこと(同債券の繰上償還)となる場合には、ファンドは繰上償還となります。

流動性リスク 投資対象資産の市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期また
は価格で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。！



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先
ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター：0120-762-506
(9:00～17:00 土日祝日・年末年始を除く)
ホームページ： https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】
三菱UFJ信託銀行株式会社

※詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取 扱 販 売 会 社 名 登 録 番 号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融
商品取引業

協会
金融商品
取引業者

登録金融
機関

あかつき証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第67号 〇 〇 〇

今村証券株式会社 〇 北陸財務局長(金商)第3号 〇 〇

香川証券株式会社 〇 四国財務局長(金商)第3号 〇

大熊本証券株式会社 〇 九州財務局長(金商)第1号 〇

第四北越証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第128号 〇

むさし証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第105号 〇 〇

取扱販売会社一覧

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様
のものとなります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

 当資料はシティグループの情報等をもとにニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、
販売会社よりお渡しする投資信託説明書(交付目論見書)、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容
を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社
以外の金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動
向等によっては方針通りの運用ができない場合があります。 

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものでは
ありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なしに変更されることがあります。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者お
よび許諾者に帰属します。

ご留意いただきたい事項

その他の留意点
 ファンドが実質的な投資対象とする外貨建て投資適格社債には、一般社団法人投資信託協会規則に定める寄与度が

10％を超える、または超える可能性の高い支配的な銘柄が存在するため、特定の銘柄への投資が集中することがあり、
当該銘柄の発行体等に経営破綻や経営・財務状況の悪化などが生じた場合には、大きな損失が発生することがあります。

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相
当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売
買益)を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。支払われる
分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。この場合、当該元本の一部払戻し
に相当する金額についても課税されます。

 ファンドは、多量の換金の申込みが発生し換金代金を短期間で手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市
場において市場環境が急変した場合等には、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引
ができないリスク、取引量が限定されるリスク等が顕在します。これらにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可
能性、換金の申込みの受付けを中止する、また既に受付けた換金の申込みの受付けを取消しする可能性、換金代金のお
支払いが遅延する可能性などがあります。

 ファンドのお取引に関しては、クーリング・オフ(金融商品取引法第37条の6の規定)の適用はありません。
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